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【論文要旨】
本稿は,近年急速に増加しつつある婚前妊娠に関し,欧州における価値観変動 と家族行動の変化
を説明する 「第2の 人口転換」論を参照 し,そのような価値観変動がわが国においても適用でき
るのかを検討し,今後の婚前妊娠動向についての知見を得ることを目的とする。「第2の 人口転換」
論の規範的要因はカトリックとプロテスタン トの差異 といった宗教的価値観を背景とした個人主義
的価値観 と,Inglehartsの提唱した 「脱物質的主義」の変動が家族行動の変化や出生率の低下に寄
与 したことを提唱している。「第2の 人口転換」論はキリス ト教を中心 とした宗教的価値観から個
人主義や 「脱物質的主義」 といった共通因子を導 き出しており,そのままわが国に適用することは
困難である。阿藤(1997)は価値変動仮説 において,「第2の 人口転換」論 と日本における価値観
の変動の差異を時系列データによって検討 している。その結果,直 系家族制や 「子供中心社会」で
あることが欧州にみられるような個人主義を生み出すことはないだろうという観測を示 し,1970
年代以降の出生率低下については女性の社会的地位の上昇がもたらした社会経済的要因の影響が大
きく,規範的要因 としては性役割分業の男女のギャップが影響を及ぼしていると結論付けている。
本稿では,規 範的要因を性役割分業に限定し,男女ギャップの測定 と婚前妊娠への影響を多変量
解析によって示した。
【キーワー ド】 婚前妊娠 出生間隔調節 嫡出規範 「第2の 人口転換」論 価値変動仮説
1-1.は じめ に
婚姻 と妊娠が逆転する現象が近年増加傾向にある。いわゆる婚前妊娠(PremaritalPregnancy)
の増加である。r人口動態統計特殊報告 「出生に関する統計」の概況』(厚生労働省統計情報部)に
よれば,結 婚期間が妊娠期間 より短い出生の嫡出第1子 に占める出生構成割合が増加傾向にある
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ことが報告 されている。 これによれば,昭 和55年(1980年)に12.6%であったものが平成2年
(1990年)には21.0%,平成12年(2000年)には26.3%と高い増加傾向を示 してお り,妊娠を機 に
婚姻が起こるケース,婚 前妊娠が増加 している。
年齢分布を5歳 階級別 にみると,2000年時点で15-19歳において58.3%,25-29歳で10.9%,35
歳以上で10.3%と10代か ら20代前半での出生 に対する結婚期間が妊娠期間より短い出生の第1子
に占める出生構成割合が高 く,1980年からの増加率も他の年齢層に比べて高い。佐 々井(1999)
によれば婚前妊娠は増加傾向にあるものの 「結婚初期における出生タイミングの早晩がその後の出
生割合を強 く規定」(p.73)しており,近年のコウホー トほど無子割合の増加が予測され,若 年層
に多い婚前妊娠の増加は必ずしも平均子ども数の増加につながらないことを示している。
欧州諸国をはじめ,ア メリカ,オ ース トラリアな ど一部の出生力転換を経た先進諸国において,
1960年代から70年代にかけて以下の3つ の要因により婚前妊娠 が減少 し,「男女のユニオン形成
(unionformation)」が多様化していることが観察されている(Ruzicka1976;Akerlofetal.1996;
Baizanetal.2001;Phinellieta1.2001;ヴァン ・デ ・カー2002)。ここで 「ユニオン」 とは性的結
合を前提 とした男女のパー トナーシップの在 り方を表 し,と りわけ第1子 出生時の男女の関係性
を示すこととする。北西欧諸国では婚外子出生率の上昇 とともに法律婚にこだわらない同棲などの
事実婚が拡が り,アメリカでは片親家庭の増加が観察されている。これ らの国々では婚前妊娠が減
少 した理 由を,(1)人工妊娠中絶の合法化及び一般化,(2)避妊技術の向上および未婚女性の避妊行為
の増加,(3)女性の社会進出および価値観の変化 として説明している。 しかし,これ らの要因はそれ
ぞれの程度の差によりさまざまな形態を生むとされている。このような差異の背景には避妊や人工
妊娠中絶等の技術的な要因の他に女性の社会進出など社会経済的要因や性行動に関する価値観の変
化や宗教等の文化的な要因が大 きく関係 し,婚外子や結婚後の夫婦の扱いに関する法整備の違いも
重要な要因 として考えられる。
多様なユニオン形成は主に同棲経験率 ・一人親世帯率 ・婚外子出生率の高さとして表 される。北
欧諸国では もともと同棲など法律婚外でのユニオン形成が一般的であったが,西欧諸国では経験的
に婚前妊娠が減少するにつれてユニオン形成の多様化が観察されるようになった(Lestheaghe
1995)。1960年代からの離婚率の上昇から端を発した家族の結びつきの弱まりは従来のユニオン形
成方法である婚姻から事実婚に代表されるような同棲な どの婚姻にとらわれない男女の結びつきが
一般化することとなり,婚外子出生率の上昇が西欧諸国にも拡がった(Phinellietal.2001;ヴァ
ン ・デ ・カー2002)。従来若年層で多 く見 られた婚前妊娠が減少した背景には避妊技術の向上や
人工妊娠中絶の合法化等の技術的側面が指摘 され(Akerlofetal.1996),同棲な どのユニオン形
成の多様化によって婚外子出生率の増加に帰着すると考えられている。 しかしながら,上述 したと
おり日本では婚前妊娠は増加傾向にあるにも関わらず非嫡出子の出生数が全出生数 に占める割合は
戦後ほぼ変化なく1%台を推移 してお り,出生は結婚内において行われるものとする,い わゆる
「嫡出規範」が存在すると考えられている(善 積1993;阿藤1997)。婚前妊娠の減少には避妊実
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行率の上昇や女性主導による出生抑制(birthcontrol)の徹底が要因であると考えられてお り,日
本においてはその点で後れを取っていると考えられる。欧米諸国では婚前の性交渉の結果 として妊
娠が生じた場合,結 婚せずに同棲形態を選択 し,後に結婚形態に移行する場合(北西欧諸国に多い)
やシングルマザーなど片親で育てる(ア メリカ,イ ギリス,オ ース トラリアに多い)と いう選択に
多様性があ り,それが結果的に出生力低下の歯止めとして機能していることが指摘されている(レ
スタギ ・モース2000;Martin2000;津谷2003)。日本では同棲経験率もおよそ7%前後,「現在
同棲中」はおよそ3%と低 く(国立社会保障 ・人口問題研究所2004)出生時のユニオン形成の選
択肢の幅 も少なく,このような現象に関しても避妊や人工妊娠中絶など技術的な理由の他に,宗教
・地域差など文化的な要因による独 自性が考 えられる。
2.「婚前妊娠」 の定義
本稿に おいて 「婚 前妊娠」(pre-maritalpregnancies)を「妊娠 と出産 の間 に結婚 をす る事象」
(Akerlofetal.1996)とし,操 作定義 を 「結婚後7ヶ 月以 内に出産 をする事象」(Ruzicka1976;
Akerlofetal.1996)とす る。Coombsetal.(1970)は,結婚前に妊娠が生 じ(conceptionsbe-
foremarriage)法律 婚 を伴 わな い場 合は 「法律 に拠 らない出生(illegitimatebirth)」とし,最 終
的に配偶者 と 「結 婚 して出産」す るか,ま た は 「人工妊娠 中絶手 術を受ける」ケースを 「婚前妊娠」
(premaritalconception)と定義付 けを行 って お り,「結婚」 の有無 に よって区別 して いる。 これは
法律婚 が一般 的な社会 にお いて通 用す る概 念であ り,北 西欧諸 国では1970年代以降 とりわけ西 欧
にお いて同棲 を中心 とした法律婚 に限 らないユニ オン形成 の多様化 に よって,性 行動 の 自由化 と妊
娠す るリス クの増 大 とは裏腹 に 「婚前妊娠」の概念が衰退 してい くこ とになる。前述 の通 り日本で
は 出生行動 は婚姻 形態を前提 としてい るため,「婚前妊娠」 は概 念 として有効 であ る とい う ことが
で きる。
操作定義 にあ る婚前妊娠 を結 婚後 「7ヶ月以 内」 に出生 が起 きた場合 とす る理論的裏づ けは経験
値 に よる もので あ り,初 婚年 齢 が16歳か ら19歳で6～7ヶ 月 で第1の ピーク,8～9ヶ 月 で第2の
ピー クを示 し,第1と 第2の ピー クの発生件数 は初婚年 齢が増加 するに伴 い8～9ヶ 月の ピークに
出産数が集 中する ようにな る とい うもの である(Ruzicka1976)。この傾向は 出生力転換 を経 た先
進工 業国 に一様 にみ られ る傾 向であ る。 さ らに最近 の第1子 出生 タイ ミング の実証 分析 に おい
て,結 婚後8ヶ 月 未満の ケース を除 くこ とか らも7ヶ 月で区別 した出生 の分析 は第1子 出生 タ イ
ミン グ研究の特殊研究 として独 自の性質 を もつ と考 え られる(福 田1999;Baizanetal.2001)。日
本 においては結婚 後6ヶ 月未満で子 どもを生 んで いる夫 婦の割 合は近年 の コウホー トほ ど上 昇 し
てお り,6-11ヶ月 ・12-17ヶ月第1子 ピー ク期の出生割合は大幅 に低下 している(佐 々井1999)。
またRuzicka(1976)の結婚 を伴 う第1子 出生 タイ ミングの分 析枠組 では,0ヶ 月 か ら7ヶ 月を
「婚前妊娠 」(pre-maritalpregnancies),8ヶ月 か ら11ヶ月 ・12ヶ月 か ら17ヶ月 を 「短 期 出生 間隔
調節」(shortspacers),18ヶ月か ら23ヶ月を 「中期 出生間隔調節 」(mediumspacers)と定義付け
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してい る。
Ruzicka(1976)によれば,妊 娠 ・結婚 ・出産の順 に起 こ る現 象 を 「婚 前妊 娠 」(pre-marital
conception,bridalpregnancy)とし,「文化 的統合度の高 いパ ターン として受容 され るか,望 ま し
くな い性行動 の結果 として受容 され る」 もの として定義 して いる。岩澤(2000)によれば,日 本
では性行動の結果 として意 図せざ る妊娠 が起 こる場合 が多 い ことが示 され,Ruzicka(1976)の定
義に よる 「婚前妊娠」パ ターンであ る と考 え られる。
なお,定 義におけ る英語表記の多様性 はそれ ぞれの研究者の表現 を記 した もの である。
3.婚 外子出生率と同棲の動向
婚外子出生率と同棲経験率の動向は,ユ ニオン形成の多様性を意味 し,と りわけ婚外子出生率の
動向は婚前妊娠割合と反比例の関係であることが北西欧諸国やアメリカ,オ ース トラリアの経験
によって示されている(Ruzicka1976;Akerlofetal.1996;Baizanetal.2001;Phinellietal.
2001)。ここでは,婚 外子出生率の動向 と同棲経験率の動向をみることにより,日本におけるユニ
オン形成の今後の動向について検討する。
日本において婚外子出生率は戦後,明 治民法から現行の民法に改正されてから50年にわたD.2%
未満を推移 している(図3-1)。婚外子出生数に関して も近年上昇傾向にあるものの,欧 米諸国 と
比較すると異常 ともいえる低水準にある。善積(1993)によれば,明 治民法では父親の認知の有
無によって認知あ りの 「庶子」と認知なしの 「私生子」 と区別あったものの,妾 が社会的認知受け
ていたこともあり相続上の差別は存在 しなかった。 しかし,現行の民法に改正され 「家」制度から
「夫婦」制度へ婚姻成立要件の緩和によって内縁関係の減少 し,一夫一婦制度が確立 したことによ
り妾の法的地位が消滅した。 このような法整備によって戦後婚外子出生率が激減した と説明してい
る。
また低い同棲率や届出婚主義の一般化 とともに 「非婚で子を産むことは不道徳である」 とみなす
図3-1婚外子出生率および婚外子出生数の推移(1950-2000年)
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出所:厚 生労働省統計情報部 『人口動態統計』
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表3-1出 生動向基本調査別にみた,同 棲経験の有無(18-34歳の未婚者)
(%)
同棲経験の有無
男 性 女 性
同棲経験 以前はあるが理
無し 在はしていない
現在して
いる 不詳
同棲経験
無し 耀ぽ 螺 鴨 て不詳
第9回(1987年)
第10回(1992年)
第11回(1997年)
第12回(2002年)
94.72.3
93.43.4
94.73.1
93.04.4
0.9
1.1
1.7
2.3
2.1
2.1
0.4
0.3
95.5
95.2
94.7
92.0
2.20.7
2.01.1
3.01.7
5.22.4
1.7
1.7
0.6
0.5
出所:平 成14年第12回出生動向基本調査 「わが国独身層の結婚観 と家族観」
強固な嫡出制の社会規範が存在し,親 ・きょうだいが 「人並み」,「世間」の同調圧力を背景 とした
婚外子の 「直接的抑制エージェン ト」 として機能 していると指摘 している(善 積1993)。ただし
明治時代以降下が り続け1960年代半ばからは1.0%前後で推移していた婚外子出生率が,1990年代
に入 り微増 し1997年には1.4%,2000年には1.63に至 っている近年の動 きは同棲経験率の上昇 とと
もにユニオン形成の多様化の指標 として注 目で きる(岩澤1999b)。
今後,日 本において婚外子出生率が上昇 して多様なユニオン形成がなされるのかという予測にお
いて,北西欧におけるユニオン形成の多様化はユニオン内での平等性の表れ(Phinelliata1.2001;
Baizanetal.2001)であることがその主因と考えられている。北西欧諸国でのこのような経験に
反 して依然 として家庭内の性別役割分業意識の強い日本においては大幅に増加することは考 えに く
いと考えられている(阿 藤 ・赤池2003)。む しろ日本では同棲 よりも南欧諸国で よくみられる
「非同居型」(岩澤1999a)のパー トナーシップが一般化していることが指摘されている。
多様なユニオン形成の一形態である同棲の動向については,婚外子出生率の低さから予想できる
とおり日本では一般的ではない。「出生動向基本調査」の独身者票において同棲経験を聞いている
(表3-1,国立社会保障 ・人 口問題研究所2004)。同棲経験の有無に関 し男女 ともに9割 以上が
「同棲経験無し」 と答 えてお り,「現在している」は第9回 か ら第12回まで微増傾向にあるものの
婚外子出生率同様低い水準にある。「以前はあるが現在はしていない」 と 「現在している」を合計
すると第12回調査(2002年)で男性6.7%,女性7.6%と7%前後にあ り,調査報告書(2003)によ
れば 「現時点では同棲が結婚の動向に大 きな影響を及ぼしているとは考えに くい」(p.45)と結論
付けられている。
婚外子出生率が低い水準にあるのは 「嫡出規範」や親 ・きょうだいが 「人並み」,「世間」の同調
圧力を背景 とした 「直接的抑制エージェン ト」 として機能していることが影響 している(善 積
1993)。同棲傾向も婚外子同様,微 増傾向にありながらも低水準で推移 している。
4.「第2の 人 口転換 」論 の検討
欧州の1960年代後半から1970年代初頭からの出生力の低下や家族行動の変化に関 して,そ の変
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動 を説 明す るのに有力な理論 として 「第2の 人 口転換」(TheSecondDemographicTransition)論
があ る。「第2の 人 口転換」論 は,離 婚 の増加 や婚外 子出生率 ・同棲経験率 の増加,避 妊実 行率 の
動 向の他 に,キ リス ト教を中心 とした宗教観や個人主義な どの規範的要因 を家族行動の変化 や 出生
率の動 向に関連させた ことに特 徴があ る。 ここでは,出 生率に関す る規範的要因の影響 を過 去の先
行研 究に よって明 らかにする。
国立社会保 障 ・人 口問題研究所 が主催 す る第6回 厚 生政策 セ ミナ ーにお いてヴ ァン ・デ ・カー
(VandeKaaD.J.)が発表 した 『先進諸国 におけ る 「第二の人 口転換」』(原題:"TheIdeaofaSe-
condDemographicTransitioninIndustrializedCountries")(2002)において 「第二の人 口転換」
論 の萌芽 につい て整理 してい る。 「第二 の人 口転換」論は ヴ ァン ・デ ・カー が1986年にオ ラン ダの
社会 学誌 でオランダ,ベ ルギーの人 口に関す る特集号の客員編集委員 になったこ とに単 を発 し,ベ
ルギーの人 口について協力 を仰 いだ レス タギ(LesthaegheR.)とともに 「第2の 人 口転換 」 とい
う用語 を初 め て用 いて論文 を出す ことにな る。1年 後,ワ シ ン トンDCのPopulationReference
Bureauから欧 州 の 人 口変 動 に関 す る論 文 執 筆 の依 頼 を受 け,"Europe'sSecondDemographic
Transition"(PopulationBulletin42-1,Washington=ThePopulationReferenceBureau)とい う
「第2の 人 口転換」論 の萌芽 とな る論文 が完成 す る。 その後,ヴ ァン ・デ ・カー とレス タギ を中心
に欧州 における 「第2の 人 口転換」論 は発展 し,1997年にヴ ァン ・デ ・カーは1960年か らの 「第
2の人 口転換 」 の過 程 を15項 目に 渡 り整 理 してい る(VandeKaa1997)。ヴ ァン ・デ ・カー
(2002,p.31)において,そ の15項目を7項 目に整理 して いる。(1)「期 間出生率 が大 幅 に低下 し,
その一部は 出産 の遅延 に よって引 き起 こされ る」,(2)「出産可能年齢 にあ る女性の コウホー ト出生
率の推定値 は置換 水準 を大 幅に下 回 る」,(3)「合計初婚率の大幅 な低下 と平均 初婚年齢 の上昇」,(4)
「離婚や カ ップル関係の解消 が増加」,(5)「同棲 の増加(同 棲が伝統的 に行わ れていな かった諸国で
も増 加)」,⑥ 「婚外子 の増 大」,(7)「伝統的避妊 法にかわ って近代 的避 妊法 が普及 し,避 妊行動 が
変化 」 とい った順序 にな り,「これ らの段階は かな り整然 とした順序 を もってお り,人 口集 団は一
つの段階 か ら次 の段 階へ と,一 部 のグル ープが先行 しなが ら進 んでい く」(p.31)と,Phinelliet
al.(2001)のグループの収敏過程の否定 とは異 なる観測 をもって いる。
一 方,レ スタギは第4回 厚 生政策 セ ミナー で発表 した 「先進工 業諸 国に おけ る出生力 と世帯 形
成の近年 の動 向」(原題:"RecentTrendsinFertilityandHouseholdFormationintheIndustrial-
izedWorld")(2000)で「第2の 人 口変 動」論 について,「第1の 転換」を 「出生調節の強化 」が
特徴 であ り避妊効率の上昇 に よる 「よ り高 い年 齢での出生力低下 」 と説 明す るの に対 し,「第2の
転換 」は 「効率 的な避 妊 を若 い年 齢で取 り入れ,全 体的 に親 になるのを延期 する」(p.3)ことに
特徴 があ る と説 明す る。 また,1995年の論文(Lesthaeghe1995,p.17-18)で1960年代 か ら現 在
までの 「第2の 人 口転換」 について整理 してい る。
まず第1段 階 として,欧 州 にお ける1960年代,と りわけ1955年か ら1970年までの家族 行動 の変
化 には3つ の要 因があ る と指 摘 してい る。第1に 離婚 の増 加の トレン ドが急速 にな り,第2に ベ
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ビー ブーム が終 了 し,全 ての年 齢 で出生 力 と結婚 期間 が 同時的 に低下 した こ と,そ して第3に
1880から1920年の間で ほ とん どの欧州 の国で始 まった結 婚年 齢の低下 が止 ま り,25歳以前での結
婚 す る割合 が著 し く低下 した こ とをあ げてい る。 そ して,こ の時期 に一 時的 であ った が婚 前妊娠
("shotgunmarriage")が増 加 し,こ れは 「婚前性交 が増 加 したに もかかわ らず避妊 に よる望 まれ
ない妊娠 が 回避 されな かった こ と」 に よるが,1970年代 を境 に婚前妊 娠は減少 の一途 を辿 るこ と
にな る。そ の代 わ り 「10代での 妊娠」(teenagepregnancy)カS問題化 す る こ とにな った と説 明 し
ている。
第2段 階 として1970年か ら1985年の変 化に ついては,婚 前 同棲(premaritalcohabitation)が北
欧 諸国か らその他 の諸 国へ 広が った こ とに象徴 され る。 これ らは合意上 のユ ニオン(consensual
unions)と称 され,法 的関係か ら離れた結合関係 とい うこ とで"paperlessmarriage"と呼ばれた。
この ような合意上 のユ ニオンの増加 に よって婚外子 出生 率の増加 が加 速 したが,こ れが25歳以下
の 出生力の低下 を抑 えるほどの効果 を持 たなか ったのであ る。
第3段 階 であ る1980年代後 半か ら現在 までの変化 は,「高い水準の離婚率が一般化 した こ と」 に
よ って特徴 付け られ る。離婚 率は高 いま まで あるが,再 婚 率は依然 として1960年代か ら低下傾 向
にあ るまま であ る。 結婚後 同棲(post-maritalcohabitation)やパー トタイム 同棲(part-timeco-
habiting)や"Livingaparttogether"関係が再婚に代わ る新 しいユニ オン形成 として登 場 し,こ れ
らの変動に よって 「30歳以上での 出生力の 回復効果」(recuperationeffectoffertilityafterage30)
が発生す る。
レスタギ は新 しい性行動 の 自由化 が もた らす性 的関係(sexualpartnership)の多様化や宗教 観
や価値観 な ど伝 統的規範 の弛緩(relaxation)が長い間維持 されて きた伝統 的な人 口 トレン ドを後
退 させ,個 人主義(Individualism)化や脱 物質的価値(post-materialism,Inglehart1997)が台頭
してきた こ とが出生力 にどの ように影響 しているのかを分析 している ことに特徴 があ る。
Lesthaeghe(1995)は,LISRELモデル を用 いて 「離婚率 の上 昇」(1950-75),「男性の結婚年
齢の上昇」(1970-80),「女性 の結婚年 齢の上昇」(1970-80),「婚外子 出生率 の上 昇」(1960-65),
rTFRが1966年の水 準か ら10%低下 した年」 で構成 される 「潜在的人 口学 的変化 」(Initialdemo-
graphicchange)に対 して,「女 性の 中等 教育 が50%にな った年」 と 「1970年におけ る25-34歳女
性の労働力参加」 で構成 され る 「女性 の中等教育 と労働 力」や 「1950年の一人あ た りGNP」,「プ
ロテス タン ト」,「1960年の非合 法的 出生 力」 の影響 を測定 して い る。 その結 果,1960年代 か ら
1970年代の 西欧諸 国の 「潜在的人 口学 的変化」 に関 しては,「プロテスタン ト」が直接的 に も間接
的 に も強い影響 力があ り,そ の他 に 「女性の 中等教 育 と労働力」や 「1950年の一人 あた りGNP」
が影響 して いる こ とを示 している。Lesthaegheは1960年代 か らの 「第2の 人 口転換」 にはプロテ
ス タンテ ィズム を背景 とした個人 の 自主性(individualautonomy)や個人の 自己決定権 とい うも
のが大 き く影響 し,厳 格な統制力 をもつ宗教や共産主義 などの制度 が崩壊 した国において個 人(お
よび女性)が 開放 され,以 前主流であ った女性の機会費用論 など人 口経済学的 な視 点か らの理論 と
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は関連ない部分での潮流 として出生力低下にみ られる近年の人口変動が表われていると指摘 してい
る。
一方ヴァン ・デ ・カー(2002)は,「第2の 人口転換」を3つ の側面の変化からみることができ
るとし,社会経済の変化を 「構造的側面」,文化的特質や価値観の変化を 「文化的側面」,技術の進
歩や普及を 「技術的側面」 とし,それぞれを 「近代化」(構造的変化),「西欧化」(文化的側面),
「テクノロジーの開化」(技術的側面)と 再定義 している。その中で 「西欧化」を 「伝統と秩序を尊
重し,それを維持し続けることを重視する価値観から,新 しいものや特異なものを受容し,過去 と
の決別を許容する価値観への連続的な変化」 として重視し,Ingleharts(1997)を参照 しなが ら,
「自己実現」を望み,「脱物質的主義」的傾向をもつ人を 「ポス ト・モダン」志向のある人 とし,近
接要因との二変量分析を行っている。その結果,婚外出生率はもともと欧州においては婚外出生が
あったことを理由に 「ポス ト・モダン」とも 「脱物質主義」とも主だった関係性がみ られず,ピ ル
・IUD使用者割合や25-29歳の同棲率や平均出生年齢など多様なユニオン形成や女性主導の出生間
隔調節,晩 婚化傾向のある女性に 「ポス ト・モダン」傾向があるとしている。「ポス ト・モダン」
志向と合計出生率が正の関係があることについては,東 欧諸国など社会経済的危機のある国が 「ポ
ス ト・モダン」志向と合計出生率が低いことか ら 「過渡期」であるとし,そ もそも 「ポス ト・モダ
ン」志向は 「子どもをもつことを否定」する概念ではないという説明をしている。
以上のように欧州における出生力低下に関す る価値観の影響については,宗教の拘束力の低下を
はじめ,自 己実現を志向するといった個人主義の拡が りによる女性の解放(社会進出),「脱物質的」
な文化的な志向などが強調されている。 これ らの影響を日本において検証 したのが阿藤(1997)
である。阿藤はレスタギやヴァン ・デ ・カーやイングルハー トらの価値観の重要性を説 く説明を
「価値変動仮説」 とし,4つの側面から日本に適用 している。4つの側面はそれぞれ(1)宗教観,一
般的道徳観,(2)親子観,夫 婦(男 女)観,(3)性,結婚,離 婚に関する価値観,(4)出生規範 となって
いる。
第1の 宗教観に関しては,信 仰心の有無を聞 く 「宗教観」 と 「個人主義対集団主義」の2側 面
から分析し,「日本人の一般的道徳観の変化はきわめて緩やかなもの」(p.11)ではあるものの,
宗教心は弱まりつつあり個人主義的傾向がみえる。 しかしこの傾向は 「西欧流の個人の権利,自 由
が何物 にも優先するという程強い価値観の変化」(同上)で はない とし,「70年代以降の急激なシ
ングル化 ・晩婚化現象(日 本における第2の 出生力転換)」(同上)に はさほど影響力はないとし
ている。
第2の 親子観,夫 婦(男 女)観 に関 しては,「老親扶養義務」,「夫 と妻の役割分担」「男女観」
の3つ の側面について分析 している。「親子関係 ・夫婦の役割 ・男女の地位の順で変化し,い ずれ
も1980年代か ら1990年代に大きく変化 している」(p.14)ことか ら 「家族観の変化 とシングル化
・晩婚化の急進展は同時期にパラレルに起こった」(同上)と している。
第3の 性,結 婚,離 婚に関する価値観に関 しては,「性に対する考え方」「結婚観」「離婚観」の
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3側面から分析し,親 子観,夫 婦観同様 「1980年～90年代始めに大幅変化 し,婚前の性,非 婚,
離婚に対して寛容になった」(p.15)とし,日本における第2の 出生力転換に大きく影響 したと説
明している。
第4の 出生規範に関 しては,1980年代,1990年代 ともに 「完結出生児数」(国立社会保障 ・人口
問題研究所,「出生動向基本調査」)同様ほ とん ど変化していないとしている。
以上の4つ の側面から阿藤は,「欧米社会の理論 と日本を同列に論ずることは難しい」(p.16)
としながらも,日本では 「直系家族制」の影響力が依然 として強いことや 「『子どもに対する責任』
を強調する 『子供中心社会』」(p.17)が核家族化 とともにますます強固になっている現状におい
ては欧米流の個人主義が浸透する余地が少なく,出生力低下のある程度の歯止めとして機能 した多
様なユニオン形成などがみ られないだろうという予測をしている。1980年代以降,日 本における
価値観の変動のほ とんどが 「女性の地位 ・役割」に関するものであり,これらが 「女性の社会経済
的地位の実態面での変化を後追いする形で起きた」(p.17-18)ことから,日本においては労働市
場や家庭における性別役割分業の影響が最 も強いと結論付けている。
同様にRetherfordetal.(1996)は1973年から1993年の日本における出生力の低下に対 して価値
観の変動やその背後にある社会経済的変動の影響を分析 している。一般に出生力変動に影響すると
欧米では考 えられている上記のレスタギなどの個人主義(individualism)や機会の平等(equality
ofopportunity)といった指標は 日本の出生力変動や生活習慣には影響 を与えなかったことを示 し
ており,親孝行(filialpiety)といった欧米では一般的ではない変数が家族行動 と出生力に影響が
あ ることが指摘 されている。さらに老後の保障 としての価値(securityvalue)や消費財(`con-
sumption'good)などの経済人口学的なアプローチによる価値観の変動が影響 したことを示 してい
る。また 日本の価値観変動 と出生力の関係については,価値観の変動は社会経済的な影響による出
生行動の変化の後に起き,人 口的特質の同質性が高い日本においてはその時間的なラグは他の先進
諸国に比べ大きいことが指摘されている。
福田(1999)の第1子 出生タイミングの分析においても,「親は自分の幸せを犠牲にしても子ど
もの幸せのためにつくすべきだ」,「性格が合わないなら,離婚はやむをえない」,「子どもが小さい
間は母親は外で働かず家にいるべ きだ」,「結婚 したら子どもを持つべきだ」,「結婚しても自分自身
の 目標を家族のために犠牲にすべきではない」,「自分の生き方を犠牲にしてまで結婚をする必要は
ない」 という質問項 目の合計を 「個人主義変数」 としている。「結婚 したら親 といっしょに暮 らす
べきだ」,「年老いた両親の面倒を見るのは子 どもの義務だ」という質問項 目の合計を 「伝統主義変
数」 として測定を行っている。個人主義に関しては明確な効果を持っているとは分析結果か ら言え
ず伝統的主義についてもわずかな影響 しか及ぼしていない。「日本では 『婚姻=生 殖の場』 という
意識が強いために,価値観の差が結婚後の生殖行動の差 としてはっきりと現れに くい」(p.15)と
分析 してお り,社会経済的要因が大 きく影響 していることを示している。
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5.婚 前妊娠に関する規範的要因の測定
婚前妊娠や婚外子出生率に直接的な影響力を及ぼすと考えられる規範的要因は 「婚前交渉」に対
する寛容度や妊娠時に結婚するかどうかの結婚に関する出生規範(善 積1993)である。
婚前交渉に関する寛容度 については,国 立社会保障 ・人口問題研究所が5年 ごとに行 っている
出生動向基本調査(2004)の独身層の 「結婚 ・家族 に関する意識」においてrc.結婚前の男女で
も愛情があるなら性交渉をもってもかまわない」という設問がある。賛成と答えた者は未婚男性で
は第10回調査(1992年)で77.5%であったものが,第12回調査(2002年)では81.1%に,未婚女
性では同様に72.6%から82.2%と増加傾向にあ る。既婚女性は1992年の80.9%から2002年の89.8%
とさらに寛容度が高い。鈴木(1991)は『人口問題に関する意識調査』(1990年実施,人 口問題研
究所)を 用いて,「結婚外セックスに関する保守的態度」変数の人口学的社会的要因分析を行って
いる。その結果 「男女 とも年齢が最も強力な規定要因であ り,当然年長者ほど保守的である」 と
し,学歴は 「高学歴」の方が保守的であ り,配偶関係別は 「離死別」者が婚外セックスに寛容であ
り,「都市的な地域」で寛容であることを示している。ただし学歴の効果については同じデータを
用いた分析で,阿 藤ら(1991)は二変量関係でみると 「学歴が高い者ほど結婚外のセ ックスに対
して寛容」であるが 「若年層に高学歴の者が多いという効果を除外すると,むしろ高学歴者の方が
不寛容」であると説明している。
結婚規範に関 して,出 生動向基本調査(2003)では 「b.男女が一緒に暮 らすなら結婚すべ きで
ある」 という設問を している。未婚男性で賛成と答 えたものは1992年で78.5%であった ものが
2002年で71.6%,未婚女性で72.6%から60.3%とともに減少傾向にあり,女性に強 くその傾向がみ
て とれる。これは 「同棲や事実婚への抵抗感」を表す指標 とされ,同 棲率の微増とともに意識 レベ
ルでは抵抗感はな くなってきていると考 えられる。毎 日調査(2004)では同棲 ・事実婚への抵抗
感を聞いているが(図5-1),既婚女性は 「抵抗感が少しある」38.3%・「抵抗感 が多いにある」
15.6%と未婚女性(「抵抗感が少しある」32.8%・「抵抗感が大いにある」11.8%)よりも抵抗感を
示している。直接的に同棲や事実婚について是非を問われると,やや判断がわかれることが示され
ている。
結婚と出生の関係を示す出生規範については,毎 日調査において婚前妊娠に関する価値観の設問
として 「できちゃった結婚」に関する是非を聞いている。図5-2は「できちゃった結婚」に関す
る是非を既婚女性 ・婚前妊娠女性 ・未婚女性別で示したものである。図中の数値はそれぞれ既婚女
性 ・婚前妊娠女性 ・未婚女性の順で表記 している。結果,既 婚女性 と未婚女性で差はみ られず,
「まった く賛成」(既婚女性18%,未婚女性20.3%)と回答 した積極的な賛成 と 「どちらか といえば
賛成」(既婚女性58.2%,未婚女性57.6%)と回答した消極的な賛成を足す と両者 ともに8割 近 く
が婚前妊娠に関してさほど抵抗感をもっていないことを示 している。婚前妊娠女性に関しては,賛
成割合が他のグループよりも若干高 く,消極的反対 「どち らかといえぱ反対」もその割合が低い。
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図5-1毎 日調査にみる同棲 ・事実婚への抵抗感
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i+既 婚女性+未 婚女性1
出所:毎 日新聞人口問題調査会 「第1回 人口 ・家族 ・世代に関する世論調査」(2004)
図5-2毎 日調査にみる 「できちゃった結婚」に関する是非
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まったく賛 成 どちらかといえば賛成 どちらかといえぱ反対 まったく反対
+既 婚女 性(Nニ988)一婚 前 妊 娠 女 性(N=192)+未 婚 女 性(N=644)
出所:毎 日新聞人口問題調査会 「第1回 人口 ・家族 ・世代に関する世論調査」(2004)
ただし積極的反対 「まった く反対」では他のグループよりも高い水準にある。
表5-1は毎 日調査データを用いた 「できちゃった結婚」の是非に関するロジスティック回帰分
析結果である。従属変数は 「できちゃった結婚」の是非に対し 「まったく賛成」 と 「どちらかとい
えば賛成」を1,「どちらかといえば反対」 と 「まったく反対」を0と するダミー変数を用いる。
独立変数は,「高校卒」を リファレンス ・カテゴリーとする回答者の学歴と,「1970-74年」をリフ
ァレンス ・カテゴリーとする出生コウホー トと 「既婚」を1,「未婚」を0と する配偶関係ダミー
変数である。結果,学 歴に関しては有意な結果を得 ることはできなかった。出生コウホー トでは
「1970-74年」出生の女性に比べて 「1980-84年」出生の女性の方が 「できちゃった結婚」に賛成の
意思を示すことが示された。また配偶関係に関しては少ない効果ではあるが既婚女性 よりも未婚女
性に統計的に有意な結果がみられた。
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表5-1毎 日調査による 「できちゃった結婚」の是非に関
するロジスティック回帰分析結果
回帰係数Bオ ッズ比Exp(B)
?
?
?
?
?
?
?
ー
?
中 学 校 卒
高 校 卒
専 門 ・短 大 卒
大 学 卒
1954-59年
1960-64年
1965-69年
1970-74年
1975-79年
1980-84年
既婚(X未 婚)
一〇.181
-0.063
-0.171
0.086
-0.163
-0.030
-0.078
0.693
-0。004
0.835
1.000
0.939
0.843
1.090
0.849
0.971
1.000
0.925
**1 .999
*0 .996
定数 1.235**3.437
観 測数
賛 成
一2LogLikelihood
2421
1772
2520.734*
+:p<10*:p< .05**=p<.01†:リ フ ァ レ ン ス カ テ ゴ リー
次にジェンダー要因でも主要な要因として主張されている 「性別役割分業」に関する価値観につ
いて分析する。性別役割分業は出生動向基本調査における 「f.結婚後は,夫 は外で働 き,妻 は家庭
を守 るべきだ」に代表されるような指標を指す。出生動向基本調査の調査結果報告書(2003)で
は,過 去2回 の調査 と比較した形で性別役割分業の推移が示され,未 婚男性は1992年に61.7%が
賛成 と回答 していた ものが2002年には40.3%と急速に減少 していた。未婚女性については1992年
49.7%から2002年28.9%と男性同様急速に減少 している。
鈴木(1991)は前述の分析において,性 役割規範についても検討 している。鈴木の分析 におけ
る性別役割指標は 「皆婚 ・性役割への保守的態度」 として 「男は結婚 して身を固めないうちは,一
人前 とはいえない」,「女の幸福はやはり結婚にあり,仕事一筋に生 きるのはむなしい」 といった結
婚観に関する指標 との混合指標である。その結果,年 齢が高い方が保守的傾向を示 し,学歴では低
学歴の方が皆婚 ・性役割に保守的であることが示され,女 性の職業が 「専門,管理,あ るいは事務
などの相対的に威信の高い職業についている場合に非伝統的な意識をもつ」(p.33)としている。
また男性の配偶関係が有配偶であるときに保守傾向があることや多産志向と保守的態度には正の方
向があることを示 している。西岡ら(2000)の「第2回 全国家庭動向調査(1998年)」の結果分析
でも年齢効果についてある程度認められ,「妻が何らかの形で就業 している場合は,役 割分業規範
に 「反対」の傾向がみられ」(p.74),「その度合いは常勤,パ ー ト,自営業,家 族従業の順に強い」
(同上)こ とが示されている。
ここで大阪商業大学比較地域研究所が東京大学社会科学研究所の協力を得て実施されたJGSS
(日本版GSS)の2000年から2002年までの3回 分のデータを用いて,性 役割規範 について性別 ・
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年齢別の分析を行う。分析手法は主因子法による因子分析であ り,7つの変数を用いて2つ の潜在
変数を作成 し,性別 ・年齢別 ・都市別で因子得点の平均値の比較を行う。 ここで使用する変数は
「十分な収入があれば,妻 は仕事を持たない方がよい」,「女性の幸福は結婚にある」,「男性も身の
回 りのことや炊事をすぺきだ」,「夫は外で働き,妻は家庭を守るべ きだ」,「男性の幸福は結婚にあ
る」,「母親の仕事は入学前の子どもによくない影響を与える」,「結婚 しても必ずしも子 どもを持つ
必要はない」,「妻は夫の仕事の手助けをする方が大切」の8変 数で構成される。それぞれ数値が
大きいほうが伝統的価値観を示すように数値を割 り当てている。
表5-2は因子分析結果である。因子軸を明確にするためにバ リマックス(直 交)回 転 を行 って
いる。第1主 成分は 「十分な収入があれば,妻 は仕事を持たない方がよい」,「男性 も身の回りの
ことや炊事をすべきだ」,「夫は外で働 き,妻は家庭を守るべきだ」,「母親の仕事は入学前の子ども
によくない影響を与える」,「妻は夫の仕事の手助けをする方が大切」で構成され,こ の潜在変数を
「伝統的性役割」 と名付ける。第2主 成分は 「女性の幸福は結婚にある」,「男性の幸福は結婚にあ
る」,「結婚 しても必ずしも子どもを持つ必要はない」で構成 され,こ の潜在変数を 「伝統的結婚観」
と名付ける。
表5-2JGSSによる価値観についての因子分析結果
説明された分散の合計
成分 初期の固有値 抽出後の負荷量平方和
合計 分散の% 累積% 合計 分散の% 累積%
1
2
3
4
5
6
7
8
3,404
1,031
0,937
0,758
0,594
0,588
0393
0,294
.
42,550
12,892
11,712
9,476
7,431
7,349
4,918
3,672
42,550
55,442
67,154
76,630
84,061
91,410
96,328
100,000
3,404
1,031
42,550
12,892
42,550
55,442
回転後の負荷量平方和
合計 分散の% 累積%
2,322
2,114
29,021
26,421
29,021
55,442
因子抽出法:主 成分分析
主成分行列 バ リマックス回転後
質 問 項 目 第1第2 第1第2
主成分 主成分 主成分 主成分
問4-a 夫に充分な収入があれば,妻 は仕事をもたない方がよい 0.6970,259 0.6890,280
問4-b 女性の幸福は結婚にある 0,756-0,4280.2690,826
問4-c 男性も身の回りのことや炊事をすべきだ 0.3970,489 0,623-0,093
問4-d 夫は外で働 き,妻は家庭を守るべきだ O.7980,221 0.7380,376
問4-e 男性の幸福は結婚にある 0,709-0,523 0.1690,865
問4-f 母親の仕事は入学前の子どもによくない影響を与える O.6050,267 0.6270,212
問4-9 結婚 しても必ずしも子どもを持つ必要はない 0,450-0,3350.1060,551
問4-h 妻は夫の仕事の手助けをする方が大切 O.6930,327
因子抽出法:主 成分分析
回転法:Kaiserの正規化を伴わないパリマックス法
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表5-3から表5-5は因子分析によって抽出した因子の得点(regressionmethodによる因子得点)
を性別,年 齢別,都 市別,配 偶別で平均値を算出したものである。表5-3は全国の未婚者 に対す
る伝統的結婚観 と伝統的結婚観の年齢別平均値 を示 したものである。その結果,伝 統的性役割につ
いては男女差がはっきりと分かれた。男性は加齢することに伝統的性役割に賛成の態度を示すよう
になる一方,女 性は35-39歳まで高い非伝統的性役割傾向を示 している。伝統的結婚観については
男女 ともに非伝統的傾向を示 している。ただし男性は加齢するに従って保守的な傾向を示すが,女
表5-3全 国未婚者の5歳 階級別 ・性別の伝統的性役割と伝統的結婚観
全国 男 性 女 性
未婚者 年齢 平均値 標準偏差 回答者数 平均値 標準偏差 回答者数
20-24歳 0.1540.986210 一〇.2800.903204
伝 25-29歳 0.1660.841158
一〇.3080.782139
統 30-34歳 0.3860.861106 一〇.2730.99460
的
性 35-39歳 0.5350.82456
一〇.3681.12835
役 40-44歳 03730.95349 一〇.0591.02317
割 45-49歳 0.2610.83836 一〇.3591.01614
全年齢 0.2550.909615 一〇.2890.905469
20-24歳 一〇.2531.021210 0.0041.018204
伝 25-29歳
一〇.1231.085158 一〇.1681.050139
統 30-34歳 一〇.0710.895106 一〇.3440.90960
的
結 35-39歳
一〇.0841.02656 一〇.6560.95235
婚 40-44歳 一〇.0580.978・49 0.0000.95217
観 45-49歳 0.2640.92936 一〇.3240.42214
全年齢 一〇.1271.013615 一〇.1511.008469
表5-413大都市未婚者の5歳 階級別 ・性別の伝統的性役割と伝統的結婚観
13大都市 男 性 女 性
未婚者 年齢 平均値 標準偏差 回答者数 平均値 標準偏差 回答者数
㊨
20～24歳 0.2870.97158 一〇.2810.91744
伝 25～29歳
一〇.1620.90629 一〇.3550.91226
統 30-34歳 0.4560.99222 一〇.1731.04014
的
性 35-39歳 0.5850.84911
一〇.3561.32110
役 40-44歳 0.0451.19712 一〇.1401.0296
割 45-49歳 0.1530.7038 一〇.3500.6816
全年齢 0.2270.936140 一〇.2760.983106
20-24歳 一〇.3051.00958 0.1130.87744
伝 25-29歳
一〇.2041.10829 一〇.0661.14326
統 30-34歳 一〇.1581.04522 一〇.4430.76214
的結 35-39歳 0.3340.83211 一〇.7261.05810
婚 40-44歳 0.0331.19112 一〇.5900.7276
観 45-49歳 一〇.1040.7368 一〇.4510.2686
全年齢 一〇.0670.987140 一〇.3611.953106
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表5-5全 国既婚者の5歳 階級別 ・性別の伝統的性役割と伝統的結婚観
全国 男 性 女 性
既婚者 年齢 平均値 標準偏差 回答者数 平均値 標準偏差 回答者数
20-24歳 0,431 1,103 30 一 〇.113 0,918 36
伝 25-29歳 0,167 1,102 103 て0.103 0,936 144
統 30-34歳 0,211 1,004 159 一 〇.274 0,979 244
的
性 35-39歳 0,313 0,989 207
一 〇.227 0,926 312
役 40-44歳 0,366 0,950 232 一 〇.310 0907 336
割 45-49歳 0378 1,116 313 一 〇.229 0,974 396
全年齢 0318 1,038 1044 一 〇.239 0,945 1468
20-24歳 0,019 1,170 30 一 〇.054 1,020 36
伝 25-29歳
一 〇.005 0,992 103 一 〇.057
`0,968 144
統 30-34歳 一 〇.194 0,960 159 一 〇.038 0,938 244
的
結 35-39歳 0,068 0,923 207
一 〇.007 1,002 312
婚 40-44歳 0,117 0,924 232 0,003 1,024 336
観 45-49歳 0,265 LOO4 313 0,189 1,008 396
全年齢 0,090 0,977 1044 0,037 0,998 1468
ゐ
性は35-39歳まで非伝統的傾向が急速に強まり,その後保守化傾向をみせる。
表5-4は表5-5を13大都市に限った数値である。JGSSデー タにおける13大都市の全人口に対す
る割合は18.3%で,2000年度国勢調査における21.8%にやや近い割合 といえる。13大都市では全
国に比べて男女差が明確に表われてお り,と りわけ30代男女の価値観の差が際立 っている。伝統
的性役割について,男 性は25-29歳で非伝統的な傾 向を示すが,全 体的に保守化傾向を示 してい
る。保守化傾向は40代に入ると止ま り,逆に非伝統的傾向を示すようになるが,こ れが40代以上
の未婚者の特質であるのかサンプル数が少ないことによるバイアスであるかの判断は困難である。
女性 に関 しては全般的に非伝統的傾向を示 し,30-34歳,40-44歳で下がるものの高い水準にあ
る。伝統的結婚観については男性の20代から30代前半で非伝統的結婚観を示すが,35-39歳以上で
は保守化傾向を示 している。女性については全国と同様の傾向を示 しているが,男性 とのコン トラ
ス トが強く30代女性の非伝統的結婚観が強 く出ている。
表5-5は全国の男女の伝統的性役割 と伝統的結婚観についての因子得点の平均値を示 してい
る。伝統的性役割に関 しては,男 性は未婚者に比べて20-24歳で強い伝統的傾向が表れているほか
加齢による保守化傾向は変わらない。女性についても未婚者に比べ全体的に数値が低 く伝統的傾向
を示している。伝統的結婚観に関して,男 性は30-34歳がやや強めの非伝統的傾向を示しているも
のの,伝統的性役割 と同様に未婚者 に比べて伝統的傾向を示している。女性は20-24歳で非伝統的
傾向が未婚老よりも高い点以外は,男 性同様に未婚者よりも伝統的傾向を示している。
これまで性役割規範について性別 ・年齢別 ・配偶別 ・都市別の分類を行ってきたが,低 年齢 ・女
性 ・未婚 ・大都市における非伝統的傾向がみてとれた。男性における性役割分業が若年層にまで強
く出ていることや,既 婚者は全般的に伝統的傾向を示 しているなどを示した。
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最後に,鎌 田(2006)で示 した婚前妊娠に関する社会経済的要因のロジスティック回帰分析モ
デルにおける,性役割分業意識を中心にした規範的要因の測定を行 う。以上のモデルにおいては,
NFR98デー タで価値観を示す 「男性は外で働 き女性は家庭を守る」,「愛のない夫婦は離婚すべ き」,
「未婚者でも性的な関係を持 って もかまわない」,「子 どものためなら親は自分の事を犠牲にすべ
き」,「親の面倒を見るのは長男の義務」,「親が年をとったら子 どもは親 と同居すべき」 といった変
数群に対 し伝統的志向を示す場合に高い数値を示すように値の割 り当てをした後に主因子法による
因子分析を行っている。「男性は外で働 き女性は家庭を守 る」,「子 どものためな ら親は自分の事を
犠牲にすべき」,「親の面倒を見るのは長男の義務」,「親が年をとったら子どもは親 と同居すべき」
が第1主 成分を構成 してお り 「伝統的性役割」因子 と名付けた。第2主 成分は 「愛のない夫婦は
離婚すべき」,「未婚者でも性的な関係を持ってもかまわない」で構成され 「伝統的結婚観」と名付
けた。分析モデルには 「伝統的性役割」のみを投入している。本分析では,以上の価値観変数を個
別に投入したモデルを作 り,個別変数の婚前妊娠に対する影響を測定している(表5-6)。
分析した結果,因 子得点を投入したモデル1に おいて,「伝統的性役割」因子は一〇.530と負の影
響が統計的に有意であった。つまり,伝統的性役割に対して批判的な態度を持っている方が婚前妊
娠確率を高めることが示されている。次に,価値観 に関する個別変数を投入したモデル2に おい
て,全 ての項目が負の影響を示 しているが,統計的に有意であったのは 「親が年をとったら子 ども
は親 と同居すべき」であった。
6.ま とめ
以上みてきた ように,日 本の規範的要因に関しては欧州にみ られる 「第2の 人口転換」論 で主
張されているような個人主義指標や脱産業化指標 といった概念は出生力低下に関 して効果がみられ
ないことが指摘されている。結婚 と出生をユニオン形成 として一括に捉 える出生規範や結婚規範が
強 く,ジ ェンダー要因と関連 して伝統的な性役割規範がとりわけ就業している女性に強いことが示
された。 これらの傾向はRaymo(2003)の示唆する通 り,女性の就業 と家庭の両立な困難さを示
す指標 とされ,性役割に関する男女の意識の差は 「ジェンダーの非対称性」を強 く規定するもので
あるということが考えられる。また出生力低下に関する価値観の変動は女子の社会進出の実勢に強
く規定されるとする阿藤(1997)の指摘は,避妊や人工妊娠中絶などの出生間隔調節の徹底はま
ず労働市場や家庭内における平等性が必要であることを示唆するものである。婚前妊娠に関 して
は,毎 日調査にみるように 「できちゃった結婚」に対 してほとんど抵抗感はないことが示されてい
るものの,岩 澤(2000)の「意図しない妊娠」が多い という推定結果や出生は婚姻内でなされる
べきであるとする嫡出規範から今後 も増加傾向にあると考 えられる。
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表5-6婚 前妊娠に対するロジスティック回帰分析結果(モ デル+モ デル2)
独 立 変 数
モデル1 モデル2
回帰係数・ オツ留 恥 回縣 数・ オツ荷 脚
結婚前親との居住形態(対 同居)
別居 0.813**2.254 0.868**2.382
本
人
学
歴
義務教育
高校↑
短大 ・専門学校
大学
0.0621,064
0.1031,108
-0.4540,635
一 〇.1220.885
0.1371,147
-0.4900,613
父
親
学
歴
義務教育
高校†
短大 ・専門学校
大学
一 〇.1150.891
0.3201,378
-1 ,187+0,305
一 〇.0850.919
0.3291,389
-1,159+0,314
配学
偶
者歴
義務教育
高校↑
短大 ・専門学校
大学
一 〇.7030.495
-0.6230,537
-0.3210,726
一 〇.7630.466
-0.7000,497
-0.3410,711
結婚当時の就業状況(対 無職)
結婚前の仕事を継続
結婚時に仕事を退職
結婚前は無職†
一 〇.756*0.469
-0.777『0,460
一〇.687*0.503
-0.8220,439
初
幟
一 般 従 業 者 †
派 遣 ・パ ー ト ・ア ル バ イ ト
自営 業
一 〇.4530.635
1,397+4,043
一 〇.5200.594
1.581*4.861
15
歳
時
父
職
管理職一般従業者†
農林漁業(自 営業)
その他の自営業
パー ト・アルバイ ト
一 〇.0710.932
-0.1950,823
-0.4020,669
0.6181,856
一 〇.0770.926
-0 .2400,786
-0 .4250,654
0.5841,793
配職
偶
者業
現在無職
経営者 ・一般従業者†
派遣 ・パート ・アルバイ ト
自営業
一3.093+0.045
-0.1330,876
0.0831,086
一2 .6230.073
-0 .0950,910
0.1011,106
結
婚
年
齢
22歳以 下
23-24歳
25-26歳†
27歳以 上
1。278**3.588
0.3441,410
-0 .0270,973
1.410**4.097
0.4751,608
0.0361,037
地区規模(対10万 未満都市 ・町村)
人口10万以上都市居住 0.2121,236 0.2671,306
結
婚
年
1968-1972年
1973-1977年
1978-1982年↑
1983-1987年
1988-1992年
1993-1998年
一 一
1.6705,310
0.8172,264
1,098+2,998
1.711*5.533
1.7245,604
0.9302,534
1,230+3,423
1.913*6.773
本人年収(中点を自然対数化)
配偶者年収(中点を自然対数化)
一 〇.0990.905
-0.703*0.495
一〇.0860.918
-0.6620,516
伝統的価値観:性別役割(因子得点) 一 〇.530**0、588
価
値
観
男性は外,女 性は家庭
愛のない夫婦は離婚すべき
未婚者でも性的関係を持ってもかまわない
子どものためなら親は自分を犠牲にすべき
親の面倒をみるのは長男の義務
親が年を取ったら子どもは親と同居すべき
一〇.3120.732
-0.3850,680
-0.2200,803
-0 .3230,724
-0 .5150,597
-0 .613*0.542
intercept(切片) 2.54212,707 2.94218,954
観測値数(全 出生数)
婚前妊娠数一2LogLikelihood
349
81
343.855**
336
67
341.524**
+:p〈 .10*:p<.05**p<.01,†:リ フ ァ レ ン ス カ テ ゴ リ ー
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